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利   用   上   の  注   意  

 

１  今 回 の概 要 版 は、平 成 23年 (２０11年 )愛 知 県 産 業 連 関 表 の基 本 的 な部 分 を取 りまと

めたものです。 

 

２  部 門 分 類 は、概 ね総 務 省 編 「平 成 23年 産 業 連 関 表 」に準 拠 しましたが、地 域 表 に特

有 な移 出 、移 入 のほか、本 県 の特 徴 的 な産 業 を一 部 特 掲 しました。 

 

３  産 業 別 の分 析 は、基 本 的 に43部 門 表 (事 務 用 品 、分 類 不 明 を除 く)によって行 いまし

た。 

 

４   時 系 列 比 較 のために掲 載 している前 回 表 (平 成 17年 表 )及 び前 々回 表 (平 成 12年 表 )

の計 数 は、平 成 23年 表 の部 門 分 類 コードとの対 応 関 係 を勘 案 して簡 易 に組 替 集 計 した

名 目 値 です。 

 

５   平 成 23年 表 は、全 産 業 を対 象 として平 成 24年 に初 めて実 施 された「経 済 センサス－活

動 調 査 」のデータを重 要 な基 礎 資 料 として新 たに用 いるなど、利 用 したデータに変 更 が生

じているほか、これらのデータの変 更 に伴 い、推 計 方 法 についても見 直 している部 門 が少

なくありません。そのため、過 去 の計 数 との比 較 には注 意 を要 します。 

 

６  統 計 表 の総 数 と内 訳 が一 致 しない場 合 がありますが、これは、単 位 未 満 の四 捨 五 入 に

よるものです。 

 

７  本 書 についての照 会 等 は、下 記 宛 てにお願 いします。 

 

                    愛 知 県 県 民 生 活 部 統 計 課  統 計 分 析 グループ 

                    〒460-8501 名 古 屋 市 中 区 三 の丸 三 丁 目 1番 2号  

                        電 話   (052)954-6477 （ダイヤルイン） 
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Ⅰ 概   要  

 

 産業連関表は、県内経済において１年間に行われた財・サービスの産業間の取引を一つの

行列（マトリックス）によって示した統計表で、この表から県経済の規模とその循環を読み

取ることができます。 

この表を部門ごとに縦方向(列部門)にみると、その部門の生産に係る費用構成（財・サー

ビスを生産するために必要な原材料、労働力等の投入内訳）が読み取れます。また部門ごと

に横方向(行部門)にみると、その部門の産出物の販路構成（財・サービスがどこに需要され

たか）が分かります（第１図）。 

 これにより、産業構造や産業部門間の相互依存関係など県経済の構造を総合的に把握・分

析することができ、また、各種係数を用いて産業連関分析を行うことにより、経済波及効果

の測定等に利用できます。 

 

（単位：億円）
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第1図　平成23年（2011年）愛知県産業連関表（3部門）
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調 整 項
第 1 次
産 業

 

（注）第１次産業…農業、林業、水産業 

   第２次産業…鉱業、製造業、建設 

   第３次産業…電気・ガス・水道、商業、金融・保険、不動産、運輸・郵便、情報通信、公務、サービス、

分類不明 
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 平成 23 年に県内で生産された財・サービスの合計（県内生産額）は、71 兆 9182 億円で、平成

17 年（79 兆 709 億円）と比べ 9.0％減となりました。これは、国内生産額（939 兆 6749 億円）

の 7.7％を占める規模となっています。この県内生産額に移輸入額 23 兆 8950 億円を加えた本県

の総供給額は 95 兆 8132 億円で、平成 17 年と比べ 7.1％減となりました。 

 県内生産額の費用構成の内訳をみると、生産に用いられた原材料・燃料等の財及びサービスの

中間投入額は 39兆 7628 億円で、この結果、生産額に対する中間投入の割合（中間投入率）は 55.3％

となりました。これは、平成 17 年の 54.3％に比べ 1.0 ポイントの上昇となります。また、中間

投入額に占める財とサービスの構成比をみると、平成 23 年の財の投入は 60.1％、サービスの投

入は 39.9％となりました。 

 一方、県内生産額のもう一つの構成要素である粗付加価値額は 32 兆 1554 億円で、県内生産額

に占める割合（粗付加価値率）は 44.7％となりました。粗付加価値のうち賃金・俸給等の雇用者

所得として 17 兆 4723 億円（粗付加価値に占める割合 54.3％）が、企業の営業余剰として 5 兆

3571 億円（同 16.7％）が分配されています。また資本減耗引当は 6 兆 6756 億円（同 20.8％）と

なりました。 

 次に、需要側からみると、本県における財・サービスの総需要は 95 兆 8132 億円で、そのうち

39 兆 7628 億円が原材料として県内で使用される中間需要（総需要に占める割合 41.5％）であり、

残り 56 兆 503 億円が消費や投資あるいは移輸出などの最終需要（同 58.5％）に向けられたもの

です。最終需要の内訳は、県内最終需要が 30 兆 979 億円（同 31.4％）、移輸出額が 25 兆 9524 億

円（同 27.1％）となり、さらに、県内最終需要の内訳は、消費が 23 兆 1258 億円（県内最終需要

に占める割合 76.8％）、投資が 6 兆 7662 億円（同 22.5％）となりました。平成 17 年に比べる

と総需要は 7.1％減、中間需要は 7.3％減、県内最終需要は 4.7％減となり、県内最終需要のうち

消費は 1.8％増、投資は 20.7％減となりました。また、県外需要である移輸出は 9.4％減となり

ました。 

 平成 23 年愛知県産業連関表から本県経済の財・サービスの流れをまとめると第２図、第３図

のとおりです。 
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 第２図 平成 23 年（2011 年）愛知県産業連関表からみた財・サービスの流れ 
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資本減耗
引当

3571億円
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中間投入率[55.3%］ 粗付加価値率［44.7%］

 

 
（注）１ この図において、「財」は、統合大分類コード 01～41 及び 68、「サービス」は同じく 46～67 及

び 69 の合計である。  
（注）２ この図において、消費とは、「家計外消費支出」、「民間消費支出」及び「一般政府消費支出」

の合計、投資とは「県内総固定資本形成」及び「在庫純増」の合計である。なお「県内最終需要」

には、消費及び投資のほか、「調整項」の額を含む。  
（注）３ 四捨五入していることから、内訳は必ずしも一致しない。  
（注）４ （ ）は構成比を示す。  
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第３図　　県経済の循環構造 （単位：億円）
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Ⅱ 平 成 23年 (2011年 )愛 知 県 産 業 連 関 表 からみた本 県 の経 済 構 造  

 

１ 生 産 構 造  
 

( 1 )  県 内 生 産 額  
 

 平 成 23年 の １ 年 間 に 本 県 で 生 産 さ れ た 財 ・ サ ー ビ ス の 総 額 は 71兆 9182億 円 で 、 平

成 17年 の 79兆 709億 円 に 比 べ て 9.0％ の 減 少 と な り ま し た 。 こ れ を 平 成 17年 以 降 、 平

成 23年 ま で の ６ 年 間 の 年 平 均 伸 び 率 で み る と 1.6％ の 減 少 と な り ま し た 。  

 こ れ に 対 し 国 内 生 産 額 は 、平 成 17年 の 972兆 146億 円 か ら 平 成 23年 の 939兆 6749億 円

と 3.3％ の 減 少 （ 年 平 均 0.6％ 減 ） と な っ て お り 、 こ の 間 の 本 県 経 済 は 国 の 伸 び 率 を

大 き く 下 回 り ま し た 。  

 ま た 、 県 内 生 産 額 の 全 国 に 占 め る 割 合 は 、 平 成 17年 の 8.1％ か ら 平 成 23年 の 7.7％

に 低 下 し ま し た （ 第 １ 図 、 第 １ 表 ） 。  

 

第 １図  県 内 生 産 額 （年 平 均 伸 び率 ） 
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第 １表  生 産 額 と伸 び率  

 

 伸   び   率　（％）

平成12年 平成17年 平成23年 60～2 2～7 7～12 12～17 17～23 60～2 2～7 7～12 12～17 17～23

愛知県 737,554 790,709 719,182
(全国シェア) (7.7%) (8.1%) (7.7%)

-1.6

-0.6

年 平 均 伸 び 率（％）

4.6

生　　産　　額　　（億円）

-9.0

-3.3 1.4 0.5

0.57.2 0.9

9,720,146 9,396,749

2.8 1.4

9,588,865 2.3 0.3

35.9

28.5

6.3

5.21.4全国 7.4
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( 2 )  県 内 生 産 額 の産 業 別 構 成  

 

 平 成 23年 の 県 内 生 産 額 を 13部 門 表 で 産 業 別 に み る と 、 製 造 業 が 32兆 7199億 円 と 全

体 の 45.5％ を 占 め 、次 い で 、サ ー ビ ス 17.6％ 、商 業 9.4％ と 続 い て い ま す 。こ れ に 対

し 全 国 で は 、製 造 業 30.9％ 、サ ー ビ ス 23.7％ 、商 業 10.0％ と な っ て い ま す 。本 県 は 、

全 国 に 比 べ 製 造 業 の 割 合 が 高 く 、 こ の こ と は 特 化 係 数 （ 1.47） か ら も 読 み と る こ と

が で き ま す 。 そ の 一 方 で 、 サ ー ビ ス の 割 合 は 全 国 に 比 べ て 低 く な っ て い ま す （ 第 ２

図 、 第 ２ 表 ） 。  

第 ２図  県 内 生 産 額 の産 業 別 構 成  
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第 ２表  産 業 別 生 産 額 ・構 成 比 ・特 化 係 数  

 

国構成比(％)

平成12年 平成17年 平成23年 平成12年 平成17年 平成23年 平成12年 平成17年 平成23年 平成23年

産 業 計 737,554 790,709 719,182 100.0 100.0 100.0        -        -        - 100.0

農 林 水 産 業 4,132 4,122 3,850 0.6 0.5 0.5 0.37 0.39 0.42 1.3

鉱 業 288 215 170 0.0 0.0 0.0 0.27 0.26 0.29 0.1

製 造 業 347,195 374,462 327,199 47.1 47.4 45.5 1.49 1.50 1.47 30.9

建 設 42,818 38,249 33,929 5.8 4.8 4.7 0.72 0.74 0.84 5.6

電力・ガス・水道 14,749 15,589 20,055 2.0 2.0 2.8 0.81 0.82 1.02 2.7

商 業 75,050 86,035 67,611 10.2 10.9 9.4 1.01 1.00 0.94 10.0

金 融 ・ 保 険 23,674 23,773 15,959 3.2 3.0 2.2 0.81 0.70 0.65 3.4

不 動 産 36,460 43,234 45,461 4.9 5.5 6.3 0.72 0.80 0.83 7.6

運 輸 ・ 郵 便 35,683 35,720 36,064 4.8 4.5 5.0 0.93 0.83 0.98 5.1

情 報 通 信 20,765 21,639 22,441 2.8 2.7 3.1 0.65 0.61 0.64 4.9

公 務 17,665 17,182 16,996 2.4 2.2 2.4 0.63 0.55 0.56 4.2

サ ー ビ ス 118,021 128,161 126,465 16.0 16.2 17.6 0.74 0.75 0.74 23.7

分 類 不 明 1,053 2,327 2,984 0.1 0.3 0.4 0.33 0.72 0.78 0.5

（注）１　 特化係数＝愛知県の生産額構成比/全国の生産額構成比

（注）２　 13部門表による。

県内生産額 (億円) 構 成 比  (％) 特 化 係 数 
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( 3 )  生 産 額 と 全 国 シ ェ ア  

 

 11 0部 門 表 を 用 い て 産 業 別 生 産 額 を み る と 、 本 県 は 自 動 車 部 品 ・ 同 附 属 品 が 8兆

1475億 円 と 最 も 大 き く 、 以 下 卸 売 、 乗 用 車 、 住 宅 賃 貸 料 （ 帰 属 家 賃 ） と 続 い て い ま

す 。 そ れ に 対 し 、 全 国 は 卸 売 が 最 も 大 き く 、 以 下 住 宅 賃 貸 料 （ 帰 属 家 賃 ） 、 医 療 、

公 務 と 続 い て い ま す (第 ３ 表 、 第 ４ 表 )。  

 ま た 、 産 業 別 全 国 シ ェ ア で は 自 動 車 部 品 ・ 同 附 属 品 が 全 国 の 生 産 額 の 35.1％ を 占

め 最 も 高 く 、 特 化 係 数 も 4.58と な っ て い ま す 。 以 下 陶 磁 器 、 乗 用 車 、 航 空 機 ・ 同 修

理 と 続 き ま す が 、い ず れ も 全 国 の 生 産 額 に 対 し て 20％ 以 上 を 占 め て い ま す（ 第 ５ 表 ）。 

 

 

　 第　５　表　　全　国　シ　ェ　ア の 上　位　産　業

生産額(億円) 構成比(％) 全国シェア(％) 特化係数

1 自 動 車 部 品 ・ 同 附 属 品 81,475 11.3 1 自 動 車 部 品 ・ 同 附 属 品 35.1 4.58

2 卸 売 44,528 6.2 2 陶 磁 器 31.7 4.14

3 乗 用 車 36,147 5.0 3 乗 用 車 30.5 3.99

4 住 宅 賃 貸 料 （ 帰 属 家 賃 ） 30,471 4.2 4 航 空 機 ・ 同 修 理 27.2 3.56

5 小 売 23,082 3.2 5 鋳 鍛 造 品 21.3 2.78

6 医 療 22,635 3.1 6 そ の 他 の 鉄 鋼 製 品 20.0 2.61

7 そ の他 の対 事 業 所 サー ビス 18,241 2.5 7 その他の輸送機械・同修理 17.8 2.32

8 鋼 材 17,864 2.5 8 産 業 用 電 気 機 器 17.3 2.25

9 公 務 16,996 2.4 9 そ の 他 の 自 動 車 16.9 2.21

10 金 融 ・ 保 険 15,959 2.2 10 化 学 繊 維 14.6 1.91

産　　　　業　　　　計 719,182 100.0 11 ゴ ム 製 品 14.4 1.88

12 業 務 用 機 械 14.3 1.86

13 繊 維 工 業 製 品 13.2 1.72

14 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 13.0 1.70

生産額(億円) 構成比(％) 15 そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 11.7 1.53

1 卸 売 555,093 5.9 16 そ の 他 の 金 属 製 品 11.6 1.52

2 住 宅 賃 貸 料 （ 帰 属 家 賃 ） 464,395 4.9 17 鋼 材 11.6 1.52

3 医 療 427,682 4.6 18 再 生 資 源 回 収 ・ 加 工 処 理 10.9 1.42

4 公 務 394,052 4.2 19 銑 鉄 ・ 粗 鋼 10.5 1.38

5 小 売 381,465 4.1 20
飼 料 ・ 有 機 質 肥 料
（ 別 掲 を 除 く 。 ）

10.1 1.32

6 その他の対事業所サービス 377,058 4.0 21 そ の 他 の 電 子 部 品 10.0 1.31

7 金 融 ・ 保 険 320,939 3.4 22 研 究 9.8 1.28

8 食 料 品 256,202 2.7 23 生 産 用 機 械 9.4 1.23

9 飲 食 サ ー ビ ス 252,564 2.7 24 ガ ス ・ 熱 供 給 9.4 1.22

10 自 動 車 部 品 ・ 同 附 属 品 232,421 2.5 25 は ん 用 機 械 9.2 1.20

産　　　　業　　　　計 9,396,749 100.0 産　　　　業　　　　計 7.7        -  

　　（注）　110部門表による。 

第 ３ 表 生 産 額 の 上 位 産 業 ＜ 愛 知 県 ＞

第 ４ 表 生 産 額 の 上 位 産 業 ＜ 全 国 ＞
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( 4 )  県 内 生 産 額 の産 業 別 の伸 び  

 

 平 成 17年 か ら 平 成 23年 の 県 内 生 産 額 の 伸 び 率（ 9.0％ 減 ）は 、平 成 12年 か ら 平 成 17年

の 伸 び 率（ 7.2％ 増 ）を 大 き く 下 回 り 減 少 に 転 じ ま し た 。産 業 別 に み る と 、最 も 高 い

マ イ ナ ス の 伸 び を 示 し た 産 業 は 情 報・通 信 機 器（ 60.1％ 減 ）で 、以 下 繊 維 製 品（ 34.9％

減 ） 、 金 融 ・ 保 険 （ 32.9％ 減 ） 、 金 属 製 品 （ 31.4％ 減 ） と 続 い て い ま す 。  

 一 方 、 石 油 ・ 石 炭 製 品 （ 73.6％ 増 ） と 鉄 鋼 （ 41.5％ 増 ） は 大 幅 な プ ラ ス と な り ま

し た 。  

 ま た 製 造 業 に つ い て み る と 、 平 成 17年 に お い て は 平 成 12年 と 比 べ 生 産 額 が 増 加 し

た 産 業 が 14産 業 、減 少 し た 産 業 が 8産 業 と 増 加 産 業 数 が 減 少 産 業 数 を 上 回 り ま し た が 、

平 成 23年 で は 平 成 17年 と 比 べ 、増 加 産 業 が 9産 業 、減 少 産 業 が 13産 業 と 減 少 産 業 数 が

増 加 産 業 数 を 上 回 り ま し た 。 県 内 生 産 額 に 占 め る 割 合 の 高 い 自 動 車 が 大 き く 減 少 し

た た め 、 製 造 業 全 体 で は 12.6％ 減 と 大 幅 な 減 少 と な り ま し た （ 第 ６ 表 、 第 ３ 図 ） 。  

  

第 ６表  県 内 生 産 額 の産 業 別 の伸 び  

平 成 １２ 年 平 成 １７ 年 平 成 ２３ 年 １２～１７ １７～２３

< 産 業 計 > 737,554 790,709 719,182 7.2 -9.0

農 業 3,675 3,729 3,448 1.5 -7.5

林 業 99 61 47 -38.6 -22.4

漁 業 358 333 354 -7.1 6.6

鉱 業 288 215 170 -25.4 -21.0

< 製 造 業 > 347,195 374,462 327,199 7.9 -12.6

飲 食 料 品 21,434 19,700 19,754 -8.1 0.3

繊 維 製 品 7,149 4,855 3,162 -32.1 -34.9

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 9,170 7,957 6,477 -13.2 -18.6

化 学 製 品 9,492 10,659 11,097 12.3 4.1

石 油 ・ 石 炭 製 品 5,017 5,181 8,996 3.3 73.6

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 14,303 16,030 13,026 12.1 -18.7

ゴ ム 製 品 3,658 3,877 4,206 6.0 8.5

陶 磁 器 2,871 2,354 2,429 -18.0 3.2

そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 5,935 5,676 4,248 -4.4 -25.2

鉄 鋼 16,734 26,702 37,784 59.6 41.5

非 鉄 金 属 4,836 5,335 6,226 10.3 16.7

金 属 製 品 13,457 13,714 9,408 1.9 -31.4

は ん 用 機 械 10,111 10,968 8,675 8.5 -20.9

生 産 用 機 械 16,187 18,785 13,568 16.1 -27.8

業 務 用 機 械 9,640 10,350 9,170 7.4 -11.4

電 子 部 品 5,747 10,293 8,428 79.1 -18.1

電 気 機 械 13,954 15,231 16,186 9.2 6.3

情 報 ・ 通 信 機 器 10,551 9,863 3,937 -6.5 -60.1

自 動 車 149,213 159,030 124,158 6.6 -21.9

航 空 機 3,989 3,099 3,551 -22.3 14.6

そ の 他 の 輸 送 機 械 3,226 4,408 4,330 36.6 -1.8

そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 9,390 9,313 7,530 -0.8 -19.2

建 設 42,818 38,249 33,929 -10.7 -11.3

電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 12,627 13,066 17,225 3.5 31.8

水 道 2,121 2,523 2,831 18.9 12.2

廃 棄 物 処 理 2,448 2,785 2,564 13.8 -8.0

商 業 75,050 86,035 67,611 14.6 -21.4

金 融 ・ 保 険 23,674 23,773 15,959 0.4 -32.9

不 動 産 36,460 43,234 45,461 18.6 5.2

運 輸 ・ 郵 便 35,683 35,720 36,064 0.1 1.0

情 報 通 信 20,765 21,639 22,441 4.2 3.7

公 務 17,665 17,182 16,996 -2.7 -1.1

教 育 ・ 研 究 23,648 25,463 24,396 7.7 -4.2

医 療 ・ 福 祉 20,783 26,987 31,226 29.9 15.7

その他の非営利団体サービス 1,720 2,093 2,458 21.7 17.4

対 事 業 所 サ ー ビ ス 36,590 40,163 34,830 9.8 -13.3

対 個 人 サ ー ビ ス 32,833 30,670 30,991 -6.6 1.0

県　 内 　生　 産　 額　（億円） 伸　び　率（％）
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第 ３図  県 内 生 産 額 の産 業 別 伸 び 
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２ 投 入 構 造  

 

( 1 )  中 間 投 入  

 

 産 業 連 関 表 に お け る 「 中 間 投 入 」 と は 、 各 産 業 部 門 の 生 産 活 動 に 必 要 な 原 材 料 ・

燃 料 等 の 財 及 び サ ー ビ ス の 購 入 費 用 で す 。  

 平 成 23年 の 中 間 投 入 額 は 39兆 7628億 円 で 、平 成 17年 の 42兆 9080億 円 に 比 べ 7.3％ 減

と な り ま し た 。 県 内 生 産 額 に 対 す る 中 間 投 入 の 割 合 で あ る 中 間 投 入 率 は 、 平 成 17年

の 54.3％ か ら 55.3％ へ と 上 昇 し ま し た 。  

 中 間 投 入 を 財 と サ ー ビ ス に 分 け て み る と 、 産 業 計 で は 財 が 2 3 兆 9 1 7 0 億 円  

（ 60.1％ ） 、 サ ー ビ ス が 15兆 8459億 円 （ 39.9％ ） と な り 、 全 国 （ 財 51.5％ 、 サ ー ビ

ス 48. 5％ ） と 比 べ て 財 の 投 入 割 合 が 高 く な っ て い ま す 。 財 の 投 入 割 合 は 平 成 17年

（ 59.1％ ） と 比 べ て 1.0ポ イ ン ト 上 昇 し ま し た （ 第 ４ 図 、 第 ７ 表 ） 。  

 

第 ４図  中 間 投 入 と粗 付 加 価 値  
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第 ７表  中 間 投 入 および粗 付 加 価 値 の伸 びと構 成 比  

 

国構成比(％)

平成１２年 平成１７年 平成２３年 １２～１７１７～２３ 平成１２年 平成１７年 平成２３年 平成２３年

県 内 生 産 額 737,554 790,709 719,182 7.2 -9.0 100.0 100.0 100.0 100.0

中 間 投 入 額 387,886 429,080 397,628 10.6 -7.3 52.6 54.3 55.3 49.2

財 230,939 253,739 239,170 9.9 -5.7 (59.5) (59.1) (60.1) (51.5)

　　サービス 156,947 175,341 158,459 11.7 -9.6 (40.5) (40.9) (39.9) (48.5)

粗 付 加 価 値 額 349,667 361,629 321,554 3.4 -11.1 47.4 45.7 44.7 50.8

（注）ここでは、「財」…農林水産業、鉱業、製造業、建設及び事務用品　「サービス」…「財」以外のもの（分類不明含む）と定義する。

金　　 　額　　（億円） 伸　び　率（％） 構　　成　　比　（％）

 



- 11 - 

 

( 2 )  産 業 別 中 間 投 入 率  

 

 平 成 23年 の 中 間 投 入 率 を 産 業 別 に み る と 、自 動 車（ 81.6％ ）、非 鉄 金 属（ 81.3％ ）、

鉄 鋼（ 80.2％ ）な ど 主 に 製 造 業 が 高 く 、製 造 業 以 外 で は 電 力・ガ ス・熱 供 給（ 81.6％ ）、

鉱 業（ 59.8％ ）な ど が 高 く な っ て い ま す 。逆 に 、不 動 産（ 19.0％ ）、教 育・研 究（ 26.4％ ）、

廃 棄 物 処 理 （ 28.4％ ） な ど で は 、 中 間 投 入 率 が 低 く な っ て い ま す 。  

 ま た 、平 成 17年 か ら 平 成 23年 の 中 間 投 入 率 の 変 化 を 産 業 別 に み る と 、水 道（ 37.3％

か ら 54.1％ に 16.8ポ イ ン ト 上 昇 ） 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 （ 67.6％ か ら 81.6％ に 14.0ポ

イ ン ト 上 昇 ） な ど で 中 間 投 入 率 が 上 昇 し ま し た 。  

 一 方 、廃 棄 物 処 理（ 36.4％ か ら 28.4％ に 8.0ポ イ ン ト 低 下 ）な ど で は 、中 間 投 入 率

が 低 下 し ま し た （ 第 ５ 図 ） 。  

 

第 ５図  産 業 別 中 間 投 入 率  

平成１２年 平成１７年 平成２３年

< 産 業 計 > 52.6 54.3 55.3

農 業 44.6 48.3 51.4

林 業 44.7 41.1 35.0

漁 業 48.4 47.9 57.7

鉱 業 52.2 57.8 59.8

< 製 造 業 > 69.6 72.6 74.4

飲 食 料 品 59.7 62.6 63.9

繊 維 製 品 63.7 66.7 65.9

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 61.6 62.9 68.4

化 学 製 品 69.2 69.9 74.2

石 油 ・ 石 炭 製 品 59.0 69.3 78.2

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 65.7 68.8 70.4

ゴ ム 製 品 62.5 60.5 63.6

陶 磁 器 51.8 55.3 53.8

そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 55.9 55.1 54.6

鉄 鋼 70.8 74.9 80.2

非 鉄 金 属 68.2 78.0 81.3

金 属 製 品 52.1 55.7 64.4

は ん 用 機 械 62.7 63.4 63.3

生 産 用 機 械 57.9 60.6 58.3

業 務 用 機 械 65.3 73.8 71.9

電 子 部 品 64.1 75.2 73.9

電 気 機 械 65.1 68.5 69.9

情 報 ・ 通 信 機 器 74.7 76.7 72.2

自 動 車 78.0 80.5 81.6

航 空 機 69.1 58.0 56.8

そ の 他 の 輸 送 機 械 70.7 72.9 72.2

そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 56.8 53.6 58.1

建 設 52.8 53.9 55.2

電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 55.3 67.6 81.6

水 道 43.1 37.3 54.1

廃 棄 物 処 理 38.2 36.4 28.4

商 業 30.8 31.2 31.2

金 融 ・ 保 険 31.8 36.1 34.3

不 動 産 13.8 14.1 19.0

運 輸 ・ 郵 便 50.9 52.4 46.9

情 報 通 信 43.2 40.2 46.2

公 務 27.7 19.8 30.8

教 育 ・ 研 究 26.3 30.6 26.4

医 療 ・ 福 祉 40.1 40.5 40.3

その他の非営利団体サービス 34.9 35.5 40.6

対 事 業 所 サ ー ビ ス 41.7 39.7 39.1

対 個 人 サ ー ビ ス 43.2 42.6 45.3

（注）＜製造業＞は13部門表による。
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( 3 )  粗 付 加 価 値  

 

 平 成 23年 の 生 産 活 動 に よ っ て 新 た に 付 け 加 え ら れ た 粗 付 加 価 値 は 32兆 1554億 円 で 、

平 成 17年 の 36兆 1629億 円 と 比 べ 11.1％ 減 と な り ま し た 。 生 産 額 に 占 め る 粗 付 加 価 値

の 割 合 を 示 す 粗 付 加 価 値 率 は 44.7％ と な り 、平 成 17年（ 45.7％ ）と 比 べ 1.0ポ イ ン ト

低 下 し ま し た 。  

内 訳 を み る と 、雇 用 者 所 得 が 17兆 4723億 円（ 構 成 比 54.3％ ）、営 業 余 剰 が 5兆 3571億

円 （ 同 16.7％ ） 、 資 本 減 耗 引 当 が 6兆 6756億 円 （ 同 20.8％ ） 、 純 間 接 税 が 1兆 6860億

円 （ 同 5.2％ ） 、 家 計 外 消 費 支 出 が 9644億 円 （ 同 3.0％ ） と な り ま し た 。 平 成 17年 か

ら の 伸 び 率 を み る と 、雇 用 者 所 得 が 2.9％ 減 、営 業 余 剰 も 37.0％ 減 と 大 幅 に 減 少 し た

こ と か ら 粗 付 加 価 値 計 は 11.1％ 減 と な り ま し た （ 第 ６ 図 、 第 ８ 表 ） 。  

 

第 ６図  粗 付 加 価 値 の構 成  

0 5 10 15 20 25 30 35 40

平成１２年

平成１７年

平成２３年

（兆円）

家
計
外
消
費
支
出

雇
用
者
所
得

営
業
余
剰

資
本
減
耗
引
当

純
間
接
税

 

第 ８表  粗 付 加 価 値 の構 成  

 

平成１２年 平成１７年 平成２３年 １２～１７ １７～２３平成１２年平成１７年平成２３年

粗 付 加 価 値 計 349,667 361,629 321,554 3.4 -11.1 100.0 100.0 100.0

家 計 外 消 費 支 出 13,515 12,322 9,644 -8.8 -21.7 3.9 3.4 3.0

雇 用 者 所 得 182,996 179,858 174,723 -1.7 -2.9 52.3 49.7 54.3

営 業 余 剰 64,753 84,970 53,571 31.2 -37.0 18.5 23.5 16.7

資 本 減 耗 引 当 61,331 61,916 66,756 1.0 7.8 17.5 17.1 20.8

純 間 接 税 27,073 22,564 16,860 -16.7 -25.3 7.7 6.2 5.2

構　　成　　比　（％）金　　　額　　（億円） 伸　び　率（％）
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ま た 、 産 業 別 に み る と 粗 付 加 価 値 率 が 最 も 高 い 産 業 は 、 不 動 産 の 81.0％ で 、 以 下

教 育 ・ 研 究 （ 73.6％ ） 、 廃 棄 物 処 理 （ 71.6％ ） と な っ て お り 、 逆 に 、 製 造 業 に お い

て は 全 体 的 に 低 く な っ て お り 、 そ の な か で も 自 動 車 が 18.4％ と 最 も 低 く な っ て い ま

す 。  

 粗 付 加 価 値 の 内 訳 を 産 業 別 に み る と 雇 用 者 所 得 は 、 営 業 余 剰 が マ イ ナ ス と な っ て

い る 産 業 を 除 く と 、教 育 ・ 研 究（ 82.4％ ）、医 療 ・ 福 祉（ 79.4％ ）、建 設（ 77.3％ ）

な ど 、 サ ー ビ ス 業 等 で 高 く な っ て い ま す 。 営 業 余 剰 は 林 業 で 53.5％ と 最 も 高 く 、 以

下 不 動 産 （ 52.4％ ） 、 農 業 （ 47.6％ ） な ど 個 人 企 業 割 合 の 高 い 産 業 で 高 く な っ て い

る 一 方 、 平 成 17年 表 で は ０ だ っ た 営 業 余 剰 が マ イ ナ ス と な っ て い る 産 業 が 製 造 業 を

中 心 に 14産 業 で み ら れ ま す （ 第 ９ 表 ） 。  

 

第 ９表  部 門 別 粗 付 加 価 値  

 

粗付加価値額 粗付加価値率 粗付加価値

（百万円） （％） 家計外消費支出 雇用者所得 営業余剰 資本減耗引当 純間接税 構成比（％）

< 産 業 計 > 32,155,364 44.7 3.0 54.3 16.7 20.8 5.2 100.0

農 業 167,434 48.6 1.0 23.1 47.6 24.9 3.4 0.5

林 業 3,071 65.0 1.6 36.1 53.5 15.8 -7.0 0.0

漁 業 14,984 42.3 5.6 40.4 17.1 27.0 9.8 0.0

鉱 業 6,820 40.2 13.7 52.6 4.9 19.1 9.8 0.0

< 製 造 業 > 8,386,949 25.6 4.1 61.2 5.8 22.7 6.2 26.1

飲 食 料 品 712,309 36.1 2.7 40.9 26.0 12.2 18.1 2.2

繊 維 製 品 107,846 34.1 4.3 85.8 -37.3 34.3 12.8 0.3

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 204,801 31.6 4.9 61.1 10.0 14.8 9.1 0.6

化 学 製 品 286,807 25.8 5.7 37.3 21.2 27.6 8.2 0.9

石 油 ・ 石 炭 製 品 196,019 21.8 1.0 5.6 -3.3 10.8 85.9 0.6

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 384,957 29.6 5.8 69.4 -9.3 24.1 9.9 1.2

ゴ ム 製 品 153,261 36.4 3.8 62.7 -3.8 28.9 8.5 0.5

陶 磁 器 112,204 46.2 2.9 63.2 6.8 21.6 5.5 0.3

そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 192,759 45.4 3.8 45.1 26.5 18.0 6.6 0.6

鉄 鋼 748,572 19.8 3.1 29.7 41.4 18.5 7.4 2.3

非 鉄 金 属 116,225 18.7 5.6 79.6 -3.1 11.0 6.9 0.4

金 属 製 品 334,639 35.6 4.3 78.7 -7.4 17.0 7.4 1.0

は ん 用 機 械 318,226 36.7 4.0 62.6 14.7 15.5 3.2 1.0

生 産 用 機 械 565,683 41.7 4.1 69.6 10.6 13.6 2.1 1.8

業 務 用 機 械 258,021 28.1 7.3 51.7 12.7 22.1 6.1 0.8

電 子 部 品 219,897 26.1 5.4 88.6 -25.3 26.2 5.1 0.7

電 気 機 械 487,358 30.1 5.1 68.7 -11.8 35.4 2.6 1.5

情 報 ・ 通 信 機 器 109,385 27.8 5.1 67.9 -13.7 38.7 2.0 0.3

自 動 車 2,288,770 18.4 3.8 73.8 -2.1 29.4 -4.9 7.1

航 空 機 153,280 43.2 3.3 64.1 -1.4 19.4 14.7 0.5

そ の 他 の 輸 送 機 械 120,297 27.8 3.1 68.8 -6.9 23.1 11.9 0.4

そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 315,633 41.9 4.5 64.6 6.1 17.6 7.3 1.0

建 設 1,521,566 44.8 4.3 77.3 4.3 6.9 7.3 4.7

電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 316,215 18.4 4.9 45.3 -67.1 97.4 19.5 1.0

水 道 130,020 45.9 2.6 27.6 24.9 47.6 -2.7 0.4

廃 棄 物 処 理 183,626 71.6 3.6 67.0 6.0 16.1 7.3 0.6

商 業 4,650,219 68.8 3.4 56.2 25.0 10.0 5.4 14.5

金 融 ・ 保 険 1,049,119 65.7 4.7 47.5 33.1 16.5 -1.9 3.3

不 動 産 3,684,567 81.0 0.4 6.4 52.4 34.0 6.7 11.5

運 輸 ・ 郵 便 1,916,538 53.1 3.3 58.1 9.6 20.9 8.1 6.0

情 報 通 信 1,206,574 53.8 3.2 41.3 34.5 17.3 3.6 3.8

公 務 1,176,171 69.2 1.3 53.0 0.0 45.4 0.3 3.7

教 育 ・ 研 究 1,795,933 73.6 1.5 82.4 0.4 13.9 1.8 5.6

医 療 ・ 福 祉 1,863,371 59.7 1.6 79.4 6.2 12.4 0.3 5.8

その他の非営利団体サービス 146,027 59.4 5.2 85.0 -1.0 9.8 1.0 0.5

対 事 業 所 サ ー ビ ス 2,121,644 60.9 2.7 59.0 14.2 18.5 5.5 6.6

対 個 人 サ ー ビ ス 1,695,489 54.7 4.0 51.9 19.5 16.7 8.0 5.3

（注）＜製造業＞は13部門表による。

粗　付　加　価　値　内　訳　　（％）
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３ 需 要 構 造  

 

( 1 )  総 需 要  

 

 平 成 23年 の 本 県 の 総 需 要 は 95兆 8132億 円 で 、 そ の う ち 新 た な 財 ・ サ ー ビ ス の 生 産

の た め に 消 費 さ れ る 中 間 需 要 は 39兆 7628億 円 (構 成 比 41.5％ )、 県 内 最 終 需 要 は 30兆

979億 円 (同 31.4％ )、移 輸 出 は 25兆 9524億 円 (同 27.1％ )と な り ま し た 。総 需 要 の 構 成

比 を 平 成 17年 と 比 べ る と 、 中 間 需 要 は 0.1ポ イ ン ト 低 下 、 県 内 最 終 需 要 が 0.8ポ イ ン

ト 上 昇 し 、 移 輸 出 は 0.7ポ イ ン ト の 低 下 と な り ま し た 。  

平 成 1 7年 か ら の 伸 び 率 を み る と 、 中 間 需 要 （ 7 . 3 ％ 減 ） 、 県 内 最 終 需 要

（ 4.7％ 減 ） 、 移 輸 出 （ 9.4％ 減 ） 全 項 目 で 減 少 し て お り 、 需 要 が 全 体 的 に 縮 小 し た

こ と が み て と れ ま す （ 第 ７ 図 、 第 １ ０ 表 ） 。  

 

第 ７図  総 需 要 の構 成  
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第 １０表  総 需 要 の構 成  

 

平成１２年 平成１７年 平成２３年 １２～１７ １７～２３ 平成１２年 平成１７年 平成２３年

総 需 要 938,916 1,031,542 958,132 9.9 -7.1 100.0 100.0 100.0

中 間 需 要 387,886 429,080 397,628 10.6 -7.3 41.3 41.6 41.5

県内最終需要 301,321 315,987 300,979 4.9 -4.7 32.1 30.6 31.4

移 輸 出 249,709 286,475 259,524 14.7 -9.4 26.6 27.8 27.1

金　　 　額　　（億円） 伸 び 率（％） 構　　成　　比　（％）
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( 2 )  中 間 需 要  

 

 平 成 23年 の 本 県 に お け る 中 間 需 要 は 39兆 7628億 円 で 、 こ れ を 総 需 要 （ 95兆 8132億

円 ）で 除 し た 中 間 需 要 率 は 41.5％ と な り 、平 成 17年（ 41.6％ ）か ら 0.1ポ イ ン ト 低 下

し ま し た 。  

 こ れ を 産 業 別 に み る と 、鉱 業（ 99.8％ ）が 一 番 高 く 、次 い で 対 事 業 所 サ ー ビ ス（ 8

6.3％ ） 、 非 鉄 金 属 （ 71.0％ ） な ど で 中 間 需 要 率 が 高 く な っ て い ま す 。 逆 に 、 医 療 ･

福 祉 （ 3.4％ ） 、 公 務 （ 4.0％ ） 、 対 個 人 サ ー ビ ス （ 4.4％ ） 、 情 報 ・ 通 信 機 器 （ 11.

1％ ） 、 生 産 用 機 械 （ 12.4％ ） な ど で 中 間 需 要 率 が 低 く な っ て い ま す 。  

 平 成 17年 か ら 平 成 23年 の 中 間 需 要 率 の 変 化 を み る と 、 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 、 は

ん 用 機 械 、 パ ル プ ･紙 ･木 製 品 な ど で 中 間 需 要 率 は 上 昇 し ま し た 。 一 方 、 金 融 ･保 険 、

電 子 部 品 、 水 道 な ど で は 中 間 需 要 率 が 低 下 し ま し た （ 第 ８ 図 ） 。  

 

第 ８図  産 業 別 中 間 需 要 率  

平成１２年 平成１７年 平成２３年

＜ 産 業 計 ＞ 41.3 41.6 41.5

農 業 51.4 57.0 59.2

林 業 62.6 62.9 60.2

漁 業 67.0 64.5 64.6

鉱 業 98.9 100.4 99.8

< 製 造 業 > 43.4 43.5 43.2

飲 食 料 品 21.1 21.7 23.8

繊 維 製 品 34.8 30.8 30.9

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 60.3 60.2 65.0

化 学 製 品 63.5 63.1 61.0

石 油 ・ 石 炭 製 品 56.9 59.4 53.1

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 58.5 60.0 53.5

ゴ ム 製 品 54.4 55.2 47.3

陶 磁 器 29.7 20.0 23.7

そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 58.8 54.6 58.7

鉄 鋼 77.2 71.6 65.5

非 鉄 金 属 72.7 76.5 71.0

金 属 製 品 54.0 56.7 56.4

は ん 用 機 械 29.4 21.5 26.5

生 産 用 機 械 20.9 18.4 12.4

業 務 用 機 械 25.4 17.4 15.9

電 子 部 品 65.7 72.7 57.1

電 気 機 械 31.7 33.9 31.7

情 報 ・ 通 信 機 器 10.2 9.2 11.1

自 動 車 41.5 41.9 39.8

航 空 機 50.4 27.5 27.5

そ の 他 の 輸 送 機 械 23.7 20.7 20.4

そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 53.2 42.6 49.8

建 設 9.7 15.9 19.7

電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 66.9 70.8 65.5

水 道 11.2 72.7 62.8

廃 棄 物 処 理 48.4 55.5 59.3

商 業 31.7 30.1 33.6

金 融 ・ 保 険 67.9 71.3 52.3

不 動 産 11.9 13.2 16.9

運 輸 ・ 郵 便 63.4 55.5 54.3

情 報 通 信 52.5 56.7 49.2

公 務 0.0 2.7 4.0

教 育 ・ 研 究 47.1 51.0 49.0

医 療 ・ 福 祉 2.0 1.9 3.4

その他の非営利団体サービス 31.4 29.5 24.9

対 事 業 所 サ ー ビ ス 86.5 86.0 86.3

対 個 人 サ ー ビ ス 6.1 3.4 4.4

（注）＜製造業＞は13部門表による。

0 20 40 60 80 100

（％）

平成１７年

平成２３年
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(3 )  最 終 需 要  

 

 平 成 23年 の 最 終 需 要 は 56兆 5 03億 円 で 、総 需 要 に 占 め る 割 合 は 58.5％ と な り 、平 成

17年 の 60兆 2 462億 円 と 比 べ 7.0％ 減 と な り ま し た 。項 目 別 の 構 成 比 を み る と 、移 輸 出

が 46.3％ と 約 半 数 を 占 め 、以 下 民 間 消 費 支 出 が 31.5％ 、県 内 総 固 定 資 本 形 成 が 11. 9％ 、

一 般 政 府 消 費 支 出 が 8 .0％ 、家 計 外 消 費 支 出 が 1.7％ 、在 庫 純 増 が 0.1％ と な り ま し た 。

最 終 需 要 の 内 訳 を 平 成 17年 と 比 べ る と 、民 間 消 費 支 出 が 3.3ポ イ ン ト 上 昇 し ま し た が 、

県 内 総 固 定 資 本 形 成 が 2.1ポ イ ン ト 低 下 、 移 輸 出 も 1.2ポ イ ン ト 低 下 し ま し た 。  

平 成 17年 か ら の 伸 び を み る と 、民 間 消 費 支 出（ 3.9％ 増 ）、一 般 政 府 消 費 支 出（ 0.1％

増 ）は 増 加 し ま し た が 、家 計 外 消 費 支 出（ 21.7％ 減 ）、県 内 総 固 定 資 本 形 成（ 20. 7％

減 ） 、 移 輸 出 （ 9.4％ 減 ） は 減 少 し ま し た 。  

 ま た 、最 終 需 要 の う ち 、移 輸 出 を 除 い た 県 内 最 終 需 要 は 30兆 9 79億 円 と な り 、こ の

う ち 、消 費 に は 2 3兆 1258億 円（ 76.8％ ）、投 資 に は 6兆 7662億 円（ 22 .5％ ）が 向 け ら

れ ま し た （ 第 ９ 図 、 第 １ １ 表 ） 。  

 

第 ９図  最 終 需 要 の構 成  
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第 １１表  最 終 需 要 の構 成  

平成１２年 平成１７年 平成２３年 １２～１７１７～２３ 平成１２年 平成１７年 平成２３年

最 終 需 要 計 551,030 602,462 560,503 9.3 -7.0 100.0 100.0 100.0

家 計 外 消 費 支 出 13,515 12,322 9,644 -8.8 -21.7 2.5 2.0 1.7

民 間 消 費 支 出 160,793 169,964 176,609 5.7 3.9 29.2 28.2 31.5

一 般 政 府 消 費 支 出 43,354 44,966 45,005 3.7 0.1 7.9 7.5 8.0

県内総固定資本形成 82,993 84,406 66,909 1.7 -20.7 15.1 14.0 11.9

在 庫 純 増 -1,008 945 753 193.7 -20.3 -0.2 0.2 0.1

移 輸 出 249,709 286,475 259,524 14.7 -9.4 45.3 47.6 46.3

（注）「最終需要計」には「調整項」の額を含む。

金　　　　額　　（億円） 伸　び　率（％） 構　　成　　比　（％）
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(4 )  産 業 の 相 互 依 存 関 係  

 

 各 産 業 間 に は 、 原 材 料 な ど の 需 要 と 供 給 を 通 じ て 密 接 な 相 互 依 存 関 係 が あ り 、 中

間 投 入 率 と 中 間 需 要 率 を 組 み 合 わ せ る こ と に よ り 、 そ れ ぞ れ の 産 業 の も つ 性 格 を 知

る こ と が で き ま す 。 こ の 組 合 せ に よ り 、 産 業 の 類 型 を 以 下 の ４ つ の グ ル ー プ に 分 類

し ま し た （ 第 １ ０ 図 ） 。  

［ Ⅰ ］ 中 間 財 的 加 工 産 業 (中 間 投 入 率 と 中 間 需 要 率 が と も に 50％ 以 上 の 産 業 )  

      こ の グ ル ー プ は 、 他 産 業 か ら 多 く の 原 材 料 を 購 入 し て 生 産 を 行 い 、 そ の 生 産

物 の 多 く を 別 の 生 産 物 の 原 材 料 と し て 他 産 業 へ 販 売 し て い る グ ル ー プ で あ り 、

本 県 で は 、 化 学 製 品 、 鉄 鋼 、 非 鉄 金 属 な ど が こ れ に 含 ま れ て い ま す 。  

［ Ⅱ ］最 終 需 要 財 的 加 工 産 業 (中 間 投 入 率 が 50％ 以 上 で 、中 間 需 要 率 が 50％ 以 下 の 産 業 ) 

     こ の グ ル ー プ は 、 他 産 業 か ら 多 く の 原 材 料 を 購 入 し て 、 そ の 生 産 物 の 多 く を

移 輸 出 、 消 費 、 投 資 な ど の 最 終 需 要 部 門 に 販 売 し て い る グ ル ー プ で 、 こ れ に

は 、 繊 維 製 品 、 生 産 用 機 械 、 自 動 車 な ど 本 県 を 代 表 す る 産 業 が 多 く 含 ま れ て

い ま す 。  

［ Ⅲ ］ 最 終 需 要 財 的 基 礎 産 業 (中 間 投 入 率 と 中 間 需 要 率 が と も に 50％ 以 下 の 産 業 )  

     こ の グ ル ー プ は 、 中 間 投 入 率 と 中 間 需 要 率 が と も に 低 く 、 生 産 物 の 多 く を 最

終 需 要 に 振 り 向 け て い る 産 業 で 、 こ こ に 属 す る の は 、 商 業 、 不 動 産 な ど す べ

て が 第 ３ 次 産 業 で す 。  

［ Ⅳ ］ 中 間 財 的 基 礎 産 業 (中 間 投 入 率 が 50％ 以 下 で 、 中 間 需 要 率 が 50％ 以 上 の 産 業 )  

     こ の グ ル ー プ は 、 生 産 に お け る 原 材 料 の 依 存 割 合 が 低 く 、 そ の 生 産 物 の 多 く

を 原 材 料 と し て 他 産 業 に 販 売 し て い る グ ル ー プ で 、主 な 産 業 と し て は 、金 融・

保 険 、 廃 棄 物 処 理 な ど で す 。  

 

第 １０図  産 業 の相 互 依 存 関 係
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66対事業所サービス
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［Ⅱ］最終需要財的加工産業 ［Ⅰ］中間財的加工産業

［Ⅲ］最終需要財的基礎産業 ［Ⅳ］中間財的基礎産業

01 農 業 24 陶 磁 器 35 自 動 車 57 運 輸 ・ 郵 便

02 林 業 25 そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 36 航 空 機 59 情 報 通 信

03 漁 業 26 鉄 鋼 37 そ の 他 の 輸 送 機 械 61 公 務

06 鉱 業 27 非 鉄 金 属 39 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 63 教 育 ・ 研 究

11 飲 食 料 品 28 金 属 製 品 41 建 設 64 医 療 ・ 福 祉

15 繊 維 製 品 29 は ん 用 機 械 46 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 65 その他の非営利団体サービス

16 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 30 生 産 用 機 械 47 水 道 66 対 事 業 所 サ ー ビ ス

20 化 学 製 品 31 業 務 用 機 械 48 廃 棄 物 処 理 67 対 個 人 サ ー ビ ス

21 石 油 ・ 石 炭 製 品 32 電 子 部 品 51 商 業

22 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 33 電 気 機 械 53 金 融 ・ 保 険

23 ゴ ム 製 品 34 情 報 ・ 通 信 機 器 55 不 動 産  
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４  県 際 構 造  

 

(1 )  県 際 収 支  

 

 平 成 23年 の 県 際 収 支 は 、 移 輸 出 25兆 952 4億 円 、 移 輸 入 23兆 89 50億 円 で 、 2兆 57 4億

円 の 移 輸 出 超 過 と な り ま し た 。 産 業 別 に み る と 、 移 輸 出 超 過 額 で 最 も 大 き い の は 自

動 車 の 5兆 72 11億 円 で 、 次 い で 運 輸 ･郵 便 、 商 業 と な り ま し た 。  

 一 方 、 移 輸 入 超 過 額 が 最 も 大 き い の は 鉱 業 の 1兆 49 58億 円 で 、 対 事 業 所 サ ー ビ ス 、

情 報 通 信 が こ れ に 続 い て い ま す （ 第 １ ２ 表 ） 。  

 

第 １２表  県 際 収 支  

（単位：億円，％）

移輸出額 移輸出率 構成比 移輸入額 移輸入率 構成比 県際収支

産 業 計 259,524 36.1 100.0 238,950 34.3 100.0 20,574

農 業 1,033 30.0 0.4 3,522 59.3 1.5 -2,489

林 業 6 12.1 0.0 238 85.2 0.1 -233

漁 業 109 30.8 0.0 422 63.3 0.2 -312

鉱 業 52 30.7 0.0 15,010 99.2 6.3 -14,958

< 製 造 業 > 215,286 65.8 83.0 164,821 60.0 69.0 50,465

飲 食 料 品 12,519 63.4 4.8 17,798 71.1 7.4 -5,279

繊 維 製 品 2,431 76.9 0.9 3,784 84.2 1.6 -1,353

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 3,899 60.2 1.5 5,909 69.7 2.5 -2,010

化 学 製 品 8,705 78.4 3.4 15,805 87.2 6.6 -7,100

石 油 ・ 石 炭 製 品 4,237 47.1 1.6 9,849 67.5 4.1 -5,611

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 8,433 64.7 3.2 5,798 56.0 2.4 2,635

ゴ ム 製 品 3,131 74.4 1.2 2,232 67.9 0.9 899

陶 磁 器 1,893 77.9 0.7 269 33.8 0.1 1,625

その他の窯業・土石製品 3,006 70.7 1.2 3,106 71.7 1.3 -100

鉄 鋼 18,326 48.5 7.1 16,044 45.3 6.7 2,282

非 鉄 金 属 4,098 65.8 1.6 9,469 81.9 4.0 -5,371

金 属 製 品 6,054 64.4 2.3 5,499 62.3 2.3 555

は ん 用 機 械 7,610 87.7 2.9 6,213 86.1 2.6 1,397

生 産 用 機 械 10,708 78.9 4.1 6,591 70.7 2.8 4,117

業 務 用 機 械 8,192 89.3 3.2 3,521 78.7 1.5 4,671

電 子 部 品 5,842 69.3 2.3 5,948 70.2 2.5 -106

電 気 機 械 12,187 75.3 4.7 10,504 73.3 4.4 1,682

情 報 ・ 通 信 機 器 3,072 78.0 1.2 6,579 89.2 2.8 -3,507

自 動 車 80,978 65.2 31.2 23,767 36.1 9.9 57,211

航 空 機 3,116 87.8 1.2 757 65.9 0.3 2,359

そ の 他 の 輸 送 機 械 3,672 84.8 1.4 1,617 71.8 0.7 2,055

その他の製造工業製品 3,178 42.2 1.2 3,762 46.4 1.6 -584

建 設 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0

電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 2,093 12.2 0.8 59 0.4 0.0 2,035

水 道 5 0.2 0.0 1 0.0 0.0 5

廃 棄 物 処 理 583 22.7 0.2 0 0.0 0.0 583

商 業 25,419 37.6 9.8 20,248 32.4 8.5 5,171

金 融 ・ 保 険 690 4.3 0.3 4,339 22.1 1.8 -3,649

不 動 産 15 0.0 0.0 1,762 3.7 0.7 -1,747
運 輸 ・ 郵 便 10,253 28.4 4.0 4,785 15.6 2.0 5,468
情 報 通 信 135 0.6 0.1 7,581 25.4 3.2 -7,446
公 務 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0

教 育 ・ 研 究 844 3.5 0.3 727 3.0 0.3 117

医 療 ・ 福 祉 84 0.3 0.0 370 1.2 0.2 -286

その他の非営利団体サービス 8 0.3 0.0 711 22.5 0.3 -702

対 事 業 所 サ ー ビ ス 1,189 3.4 0.5 10,174 23.2 4.3 -8,985

対 個 人 サ ー ビ ス 1,717 5.5 0.7 3,557 10.8 1.5 -1,840

（注）＜製造業＞は13部門表による。  

移 輸 出 率 ： （ 輸 出 ＋ 移 出 ） ÷県 内 生 産 額 × 1 0 0  

移 輸 入 率 ： （ 輸 入 ＋ 移 入 ） ÷（ 県 内 需 要 計 － 調 整 項 ） × 1 0 0  
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 次 に 、 移 輸 出 率 を 縦 軸 に 移 輸 入 率 を 横 軸 に と り 、 本 県 の 財 ・ サ ー ビ ス の 取 引 状 況

を 次 の ４ つ の タ イ プ に 分 類 し ま し た （ 第 １ １ 図 ） 。  

［ Ⅰ ］ 県 際 交 流 型 (移 輸 出 率 、 移 輸 入 率 と も 50％ 以 上 の も の )  

     他 地 域 と の 交 流 が 深 く 、 移 輸 出 入 率 と も 高 い 産 業 で 繊 維 製 品 、 化 学 製 品 、 非

鉄 金 属 、 生 産 用 機 械 、 電 気 機 械 な ど 製 造 業 の 大 半 が こ こ に 含 ま れ ま す 。  

［ Ⅱ ］ 移 輸 出 型 (移 輸 出 率 が 50％ 以 上 で 、 移 輸 入 率 が 5 0％ 以 下 の も の )  

     生 産 基 盤 が 強 く 、 そ れ を 背 景 と し て 移 輸 出 に 特 化 し て い る 産 業 で 、 本 県 の 主

力 産 業 で あ る 自 動 車 な ど が 該 当 し ま す 。  

［ Ⅲ ］ 県 内 自 給 型 (移 輸 出 率 、 移 輸 入 率 と も に 、 50％ 以 下 の も の )  

     移 輸 出 、 移 輸 入 に 適 さ な い サ ー ビ ス や 属 地 性 の 強 い 産 業 が 多 く 、 第 ３ 次 産 業

の す べ て の 部 門 が こ の タ イ プ に 含 ま れ ま す 。  

［ Ⅳ ］ 移 輸 入 依 存 型 （ 移 輸 出 率 が 50％ 以 下 、 移 輸 入 率 が 50％ 以 上 の も の )  

     県 内 需 要 を 県 内 供 給 で 充 足 さ せ る こ と が で き ず 、 移 輸 入 に 依 存 し て い る 県 内

自 給 率 の 低 い 産 業 で 、 農 林 水 産 業 と 鉱 業 な ど が 該 当 し ま す 。  

 

第 １１図  県 際 関 係 からみた産 業 の類 型  
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01 農 業 24 陶 磁 器 35 自 動 車 57 運 輸 ・ 郵 便

02 林 業 25 そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 36 航 空 機 59 情 報 通 信

03 漁 業 26 鉄 鋼 37 そ の 他 の 輸 送 機 械 61 公 務

06 鉱 業 27 非 鉄 金 属 39 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 63 教 育 ・ 研 究

11 飲 食 料 品 28 金 属 製 品 41 建 設 64 医 療 ・ 福 祉

15 繊 維 製 品 29 は ん 用 機 械 46 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 65 その他の非営利団体サービス

16 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 30 生 産 用 機 械 47 水 道 66 対 事 業 所 サ ー ビ ス

20 化 学 製 品 31 業 務 用 機 械 48 廃 棄 物 処 理 67 対 個 人 サ ー ビ ス

21 石 油 ・ 石 炭 製 品 32 電 子 部 品 51 商 業

22 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 33 電 気 機 械 53 金 融 ・ 保 険

23 ゴ ム 製 品 34 情 報 ・ 通 信 機 器 55 不 動 産  
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(2 )  県 内 自 給 率  

 

 県 内 自 給 率 と は 、 県 内 需 要 に 占 め る 県 産 品 の 割 合 で す 。 平 成 23年 の 産 業 全 体 の 県

内 自 給 率 は 6 5.7％ と な り 、平 成 17年（ 67.5％ ）と 比 べ 1.8ポ イ ン ト 低 下 し ま し た 。産

業 別 に は 、 総 じ て 第 ３ 次 産 業 の 各 業 種 で 高 い 自 給 率 と な っ て い る 一 方 、 第 １ 次 、 第

２ 次 産 業 で は 、 多 く の 産 業 で 自 給 率 が 産 業 平 均 を 下 回 っ て い ま す 。  

製 造 業 で み る と 、 陶 磁 器 （ 66. 2％ ） 、 自 動 車 （ 63.9％ ） 、 鉄 鋼 （ 54.7％ ） な ど で

自 給 率 は 高 く な っ て い ま す が 、 情 報 ・ 通 信 機 器 （ 10. 8％ ） 、 化 学 製 品 （ 12.8％ ） 、

は ん 用 機 械 （ 13.9％ ） な ど で は 低 く な っ て い ま す 。  

な お 、 時 系 列 で 産 業 全 体 を み る と 、 平 成 1 2年 か ら 平 成 23年 の 県 内 自 給 率 は 低 下 傾

向 に あ り ま す （ 第 １ ２ 図 ） 。  

 

第 １ ２ 図  産 業 別 県 内 自 給 率  

 

平成１２年 平成１７年 平成２３年

＜ 産 業 計 ＞ 70.7 67.5 65.7

農 業 36.2 43.7 40.7

林 業 15.0 15.8 14.8

漁 業 28.0 27.8 36.7

鉱 業 4.1 2.0 0.8

＜ 製 造 業 ＞ 46.7 46.0 40.0

飲 食 料 品 35.6 35.4 28.9

繊 維 製 品 31.2 16.2 15.8

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 30.2 26.9 30.3

化 学 製 品 14.8 14.4 12.8

石 油 ・ 石 炭 製 品 27.5 26.4 32.5

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 65.7 67.0 44.0

ゴ ム 製 品 16.6 32.8 32.1

陶 磁 器 45.5 37.0 66.2

そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 42.6 35.3 28.3

鉄 鋼 53.5 57.2 54.7

非 鉄 金 属 26.5 23.9 18.1

金 属 製 品 70.3 61.4 37.7

は ん 用 機 械 41.2 30.7 13.9

生 産 用 機 械 33.7 30.0 29.3

業 務 用 機 械 46.5 30.9 21.3

電 子 部 品 10.6 47.0 29.8

電 気 機 械 6.6 34.0 26.7

情 報 ・ 通 信 機 器 23.5 11.5 10.8

自 動 車 75.9 69.3 63.9

航 空 機 57.4 33.7 34.1

そ の 他 の 輸 送 機 械 46.8 47.8 28.2

そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 49.3 42.1 53.6

建 設 100.0 97.7 100.0

電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 84.1 90.6 99.6

水 道 100.0 95.3 100.0

廃 棄 物 処 理 89.2 100.0 100.0

商 業 82.9 67.8 67.6

金 融 ・ 保 険 81.3 82.7 77.9

不 動 産 100.0 96.5 96.3

運 輸 ・ 郵 便 89.4 66.4 84.4

情 報 通 信 83.9 77.1 74.6

公 務 100.0 100.0 100.0

教 育 ・ 研 究 98.7 97.8 97.0

医 療 ・ 福 祉 99.8 100.0 98.8

その他の非営利団体サービス 73.9 74.7 77.5

対 事 業 所 サ ー ビ ス 81.7 85.5 76.8

対 個 人 サ ー ビ ス 92.6 87.1 89.2

（注）＜製造業＞は13部門表による。

0 20 40 60 80 100
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平成１７年

平成２３年
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５   生 産 波 及  
 

(1 )  逆 行 列 係 数  
 

 あ る 産 業 に 対 し て １ 単 位 の 最 終 需 要 が 発 生 し た 場 合 、 各 産 業 の 生 産 額 が 直 接 、 間

接 を 含 め て ど れ だ け 必 要 と な る か と い う 生 産 波 及 の 大 き さ を 示 す の が「 逆 行 列 係 数 」

で す 。  

 逆 行 列 係 数 に は 、 移 輸 入 の 取 扱 い 方 に よ っ て 各 種 の モ デ ル が 考 え ら れ 、 移 輸 入 は

な い も の と 考 え 、生 産 は 全 て 県 内 で 賄 わ れ る と す る (Ｉ － Ａ )－ １型 や 移 輸 入 が 需 要 に

比 例 す る も の と 考 え 、 波 及 効 果 が 移 輸 入 割 合 に 応 じ て 県 外 に 漏 出 し て い る と す る

(Ｉ － (Ｉ － Ｍ
―

)Ａ )－ １型 な ど が あ り ま す 。  

 (Ｉ － (Ｉ － Ｍ
―

)Ａ )－ １型 の モ デ ル を 用 い て 、産 業 別 に み る と 、自 動 車（ 1 .8088）、

鉄 鋼 （ 1.711 3） な ど 総 じ て 製 造 業 の 各 産 業 が 高 い 波 及 効 果 を 示 し て い ま す 。  

 な お 、 平 成 17年 と 比 べ る と 、 全 体 の 波 及 効 果 は 低 下 し て い ま す （ 第 １ ３ 図 ） 。  
 

第 １３図  生 産 波 及 の大 きさ（ Ｉ－（ Ｉ－ Ｍ
―

）Ａ）－１型  

 

平成１２年 平成１７年 平成２３年

＜ 産 業 平 均 ＞ 1.4386 1.4599 1.4331

農 業 1.3307 1.3282 1.3478

林 業 1.2460 1.2548 1.2134

漁 業 1.3521 1.3183 1.3748

鉱 業 1.6020 1.5677 1.6356

＜ 製 造 業 ＞ 1.5939 1.5965 1.5394

飲 食 料 品 1.4372 1.4470 1.4195

繊 維 製 品 1.3803 1.3530 1.3566

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 1.4238 1.4200 1.4548

化 学 製 品 1.4673 1.4585 1.4285

石 油 ・ 石 炭 製 品 1.1448 1.1000 1.0948

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1.5008 1.5273 1.4394

ゴ ム 製 品 1.4214 1.4142 1.3918

陶 磁 器 1.4307 1.4233 1.4073

そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品 1.4780 1.4367 1.4063

鉄 鋼 1.6498 1.6699 1.7113

非 鉄 金 属 1.4350 1.4246 1.3901

金 属 製 品 1.4783 1.5055 1.5265

は ん 用 機 械 1.4842 1.4962 1.4243

生 産 用 機 械 1.4350 1.4665 1.4181

業 務 用 機 械 1.4888 1.5927 1.4642

電 子 部 品 1.3861 1.6495 1.5114

電 気 機 械 1.4343 1.5627 1.4779

情 報 ・ 通 信 機 器 1.4076 1.6264 1.4658

自 動 車 1.9395 1.9142 1.8088

航 空 機 1.6700 1.4234 1.3889

そ の 他 の 輸 送 機 械 1.6621 1.6933 1.5850

そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 1.4659 1.4316 1.4772

建 設 1.4759 1.4552 1.4291

電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 1.4124 1.4226 1.4444

水 道 1.4667 1.4257 1.6134

廃 棄 物 処 理 1.4063 1.3643 1.2985

商 業 1.3487 1.3372 1.3404

金 融 ・ 保 険 1.3606 1.4012 1.3699

不 動 産 1.1627 1.1757 1.2230

運 輸 ・ 郵 便 1.5176 1.4828 1.4359

情 報 通 信 1.4846 1.4312 1.4972

公 務 1.3057 1.2150 1.3240

教 育 ・ 研 究 1.2785 1.3197 1.2735

医 療 ・ 福 祉 1.3129 1.3003 1.3113

その他の非営利団体サービス 1.3578 1.3330 1.3924

対 事 業 所 サ ー ビ ス 1.4234 1.3984 1.3610

対 個 人 サ ー ビ ス 1.3897 1.3694 1.3825

（注）＜製造業＞は13部門表による。

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00

平成１７年

平成２３年
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ま た 、(Ｉ － (Ｉ － Ｍ
―

)Ａ )－ １型 の モ デ ル の 波 及 効 果 を (Ｉ － Ａ )－ １型 の モ デ ル の 波 及

効 果 で 除 し た 値 は 、 「 県 内 歩 留 り 率 」 を 示 し 、 こ れ に よ り 各 産 業 の 波 及 効 果 が ど れ

だ け 県 内 に 留 ま り 、 ど れ だ け 県 外 に 漏 出 す る か を み る こ と が で き ま す 。 石 油 ・ 石 炭

製 品（ 39.2％ ）、非 鉄 金 属（ 40.9％ ）、鉄 鋼（ 48.7％ ）、化 学 製 品（ 51.1％ ）な ど 、

概 ね 製 造 業 に お い て 低 く な っ て い ま す が 、 こ れ は 製 造 業 の 各 産 業 は 原 材 料 を 県 外 に

依 存 し て い る 割 合 が 高 く 、 誘 発 効 果 の 多 く が 漏 出 し て し ま う か ら で す 。 こ れ に 対 し

不 動 産 （ 90.4％ ） 、 商 業 （ 83.2％ ） 、 金 融 ・ 保 険 （ 83.2％ ） 、 教 育 ･研 究 （ 82.0％ ）

な ど が 高 い 県 内 歩 留 り 率 を 示 し て い ま す （ 第 １ ３ 表 ） 。  

 

第 １３表  生 産 波 及 効 果 と県 内 歩 留 り率  

 

(Ｉ－Ａ)-1型
県内歩留り率

自 部 門 自部門比率(％) そ の 他 部 門 波 及 効 果 波 及 効 果 (％)

農 業 1.0468 77.7 0.3009 1.3478 2.1647 62.3

林 業 1.0235 84.4 0.1898 1.2134 1.6801 72.2

漁 業 1.0410 75.7 0.3338 1.3748 2.3507 58.5

鉱 業 1.0003 61.2 0.6354 1.6356 2.2587 72.4

＜ 製 造 業 ＞ 1.2826 83.3 0.2569 1.5394 3.0324 50.8

飲 食 料 品 1.0688 75.3 0.3507 1.4195 2.4232 58.6

繊 維 製 品 1.0384 76.5 0.3183 1.3566 2.5511 53.2

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 1.1081 76.2 0.3468 1.4548 2.6177 55.6

化 学 製 品 1.0491 73.4 0.3793 1.4285 2.7981 51.1

石 油 ・ 石 炭 製 品 1.0231 93.5 0.0717 1.0948 2.7897 39.2

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1.1179 77.7 0.3214 1.4394 2.7573 52.2

ゴ ム 製 品 1.0113 72.7 0.3804 1.3918 2.4938 55.8

陶 磁 器 1.0042 71.4 0.4031 1.4073 2.2719 61.9

その他の窯業・土石 製品 1.0265 73.0 0.3798 1.4063 2.2355 62.9

鉄 鋼 1.4385 84.1 0.2728 1.7113 3.5125 48.7

非 鉄 金 属 1.1100 79.8 0.2802 1.3901 3.3959 40.9

金 属 製 品 1.0425 68.3 0.4840 1.5265 2.8451 53.7

は ん 用 機 械 1.0215 71.7 0.4028 1.4243 2.6453 53.8

生 産 用 機 械 1.0372 73.1 0.3810 1.4181 2.5026 56.7

業 務 用 機 械 1.0239 69.9 0.4403 1.4642 2.8167 52.0

電 子 部 品 1.0896 72.1 0.4218 1.5114 2.8831 52.4

電 気 機 械 1.0412 70.5 0.4366 1.4779 2.7937 52.9

情 報 ・ 通 信 機 器 1.0034 68.5 0.4624 1.4658 2.8438 51.5

自 動 車 1.4186 78.4 0.3902 1.8088 3.4914 51.8

航 空 機 1.1043 79.5 0.2847 1.3889 2.2838 60.8

そ の 他 の 輸 送 機 械 1.0524 66.4 0.5326 1.5850 3.0546 51.9

そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 1.0256 69.4 0.4516 1.4772 2.3112 63.9

建 設 1.0053 70.3 0.4238 1.4291 2.2673 63.0

電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 1.1080 76.7 0.3365 1.4444 2.8694 50.3

水 道 1.0951 67.9 0.5183 1.6134 2.1765 74.1

廃 棄 物 処 理 1.0008 77.1 0.2977 1.2985 1.6345 79.4

商 業 1.0203 76.1 0.3201 1.3404 1.6116 83.2

金 融 ・ 保 険 1.0563 77.1 0.3136 1.3699 1.6474 83.2

不 動 産 1.0238 83.7 0.1992 1.2230 1.3530 90.4

運 輸 ・ 郵 便 1.0971 76.4 0.3388 1.4359 2.0048 71.6

情 報 通 信 1.1409 76.2 0.3563 1.4972 1.8899 79.2

公 務 1.0006 75.6 0.3234 1.3240 1.6252 81.5

教 育 ・ 研 究 1.0026 78.7 0.2709 1.2735 1.5525 82.0

医 療 ・ 福 祉 1.0333 78.8 0.2781 1.3113 1.8974 69.1

その他の非営利団体サービス 1.0005 71.9 0.3919 1.3924 1.8023 77.3

対 事 業 所 サ ー ビ ス 1.1044 81.1 0.2566 1.3610 1.8676 72.9

対 個 人 サ ー ビ ス 1.0122 73.2 0.3702 1.3825 1.9633 70.4

（注）＜製造業＞は13部門表による。

　　（Ｉ－（Ｉ－Ｍ
　　

）Ａ）-1型
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６  最 終 需 要 項 目 別 誘 発  

 

(1 )  最 終 需 要 と 生 産 誘 発 額  

 

 す べ て の 生 産 活 動 は 最 終 需 要 を み た す た め に 行 わ れ ま す が 、 逆 に 言 え ば 最 終 需 要

が 県 内 生 産 を 誘 発 し て い る こ と に な り 、平 成 23年 は 最 終 需 要 額 5 6兆 503億 円 が 県 内 生

産 額 71兆 918 2億 円 を 誘 発 し た こ と に な り ま す 。  

 最 終 需 要 の ど の 項 目 が ど の く ら い の 県 内 生 産 額 を 誘 発 し た か を み る と 、 移 輸 出 が

県 内 生 産 額 の 5 4 . 7％ に あ た る 3 9兆 3 3 9 1億 円 を 誘 発 し 、 次 い で 民 間 消 費 支 出 が 1 8兆

3332億 円（ 25.5％ ）、県 内 総 固 定 資 本 形 成 が 7兆 1406億 円（ 9.9％ ）と な っ て い ま す 。

 ま た 、１ 単 位 の 最 終 需 要 が 県 内 生 産 を 誘 発 す る 度 合 い を 示 す 生 産 誘 発 係 数 で み る と 、

移 輸 出 が 1.5 158倍 と 最 も 高 く な っ て い ま す 。 民 間 消 費 支 出 は 1 .0381倍 、 県 内 総 固 定

資 本 形 成 1.0 672倍 と な っ て い ま す （ 第 １ ４ 図 、 第 １ ４ 表 ） 。  

 

第 １４図  最 終 需 要 項 目 別 生 産 誘 発 係 数  
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1.8

最終需要計 家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出 県内総固定資本形成 在庫純増 移輸出

平成１２年 平成１７年 平成２３年

第 １４表  最 終 需 要 項 目 別 生 産 誘 発  

平成１２年 平成１７年 平成２３年 平成１２年 平成１７年 平成２３年 平成１２年 平成１７年 平成２３年

最 終 需 要 計 737,554 790,709 719,182 100.0 100.0 100.0 1.3385 1.3125 1.2831

家 計 外 消 費 支 出 15,780 13,839 10,696 2.1 1.8 1.5 1.1676 1.1231 1.1091

民 間 消 費 支 出 175,389 177,087 183,332 23.8 22.4 25.5 1.0908 1.0419 1.0381

一 般 政 府 消 費 支 出 55,619 56,102 56,663 7.5 7.1 7.9 1.2829 1.2477 1.2590

県内総固定資本形成 97,720 91,033 71,406 13.2 11.5 9.9 1.1775 1.0785 1.0672

在 庫 純 増 -693 775 523 -0.1 0.1 0.1 0.6868 0.8198 0.6949

移 輸 出 391,109 446,591 393,391 53.0 56.5 54.7 1.5663 1.5589 1.5158

（注）1 13部門表による。
（注）2 「最終需要計」には「調整項」の額を含む。

生 産 誘 発 額（億円） 生 産 誘 発 依 存 度（％） 生 産 誘 発 係 数（倍）
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(2) 最 終 需 要 と 粗 付 加 価 値 誘 発 額  

 

 平 成 23年 の 粗 付 加 価 値 32兆 1 554億 円 が 最 終 需 要 の ど の 項 目 に よ っ て 誘 発 さ れ た か

を み る と 、 移 輸 出 が 粗 付 加 価 値 額 の 43 .1％ に あ た る 1 3兆 8743億 円 を 誘 発 し 、 次 い で

民 間 消 費 支 出 が 1 0兆 8 6 3 7億 円 （ 3 3 . 8％ ） 、 一 般 政 府 消 費 支 出 が 3兆 4 5 6 8億 円

（ 10.8％ ） と な っ て い ま す 。 平 成 17年 と 比 べ る と 、 そ の 割 合 を 示 す 粗 付 加 価 値 誘 発

依 存 度 は 、 民 間 消 費 支 出 、 一 般 政 府 消 費 支 出 な ど で 上 昇 し ま し た 。  

 ま た 、 １ 単 位 の 最 終 需 要 が 粗 付 加 価 値 を 誘 発 す る 度 合 い を 示 す 粗 付 加 価 値 誘 発 係

数 で み る と 、 一 般 政 府 消 費 支 出 が 0.76 81倍 と 最 も 高 く 、 以 下 家 計 外 消 費 支 出 が

0.6327倍 、 民 間 消 費 支 出 が 0.6 151倍 と 続 い て い ま す （ 第 １ ５ 図 、 第 １ ５ 表 ） 。  

 

第 １５図  最 終 需 要 項 目 別 粗 付 加 価 値 誘 発 係 数  
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最終需要計 家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出 県内総固定資本形成 在庫純増 移輸出

平成１２年 平成１７年 平成２３年

第 １５表  最 終 需 要 項 目 別 粗 付 加 価 値 誘 発  

平成１２年 平成１７年 平成２３年 平成１２年 平成１７年 平成２３年 平成１２年 平成１７年 平成２３年

最 終 需 要 計 349,667 361,629 321,554 100.0 100.0 100.0 0.6346 0.6003 0.5737

家 計 外 消 費 支 出 8,955 7,683 6,102 2.6 2.1 1.9 0.6626 0.6236 0.6327

民 間 消 費 支 出 106,763 107,245 108,637 30.5 29.7 33.8 0.6640 0.6310 0.6151

一 般 政 府 消 費 支 出 34,601 36,068 34,568 9.9 10.0 10.8 0.7981 0.8021 0.7681

県内総固定資本形成 46,234 41,808 32,317 13.2 11.6 10.1 0.5571 0.4953 0.4830

在 庫 純 増 -204 313 208 -0.1 0.1 0.1 0.2018 0.3309 0.2764

移 輸 出 152,303 166,550 138,743 43.6 46.1 43.1 0.6099 0.5814 0.5346

（注）1 13部門表による。
（注）2 「最終需要計」には「調整項」の額を含む。

粗付加価値誘発額（億円） 粗付加価値誘発依存度（％） 粗付加価値誘発係数 （倍）
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(3) 最 終 需 要 と 移 輸 入 誘 発 額  

 

平 成 23年 の 移 輸 入 額 2 3兆 8950億 円 が 最 終 需 要 の ど の 項 目 に よ っ て 誘 発 さ れ た か を

み る と 、移 輸 出 が 移 輸 入 の 50.5％ に あ た る 12兆 781億 円 を 誘 発 し 、次 い で 民 間 消 費 支

出 が 6兆 7972億 円 （ 28 .4％ ） 、 県 内 総 固 定 資 本 形 成 が 3兆 4592億 円 （ 14.5％ ） と な っ

て い ま す 。 そ の 割 合 を 示 す 移 輸 入 誘 発 依 存 度 を 平 成 1 7年 と 比 べ る と 、 移 輸 出 、 民 間

消 費 支 出 、 一 般 政 府 消 費 支 出 で 上 昇 し 、 県 内 総 固 定 資 本 形 成 で は 低 下 し ま し た 。  

 ま た 、 １ 単 位 の 最 終 需 要 が 移 輸 入 を 誘 発 す る 度 合 い を 示 す 移 輸 入 誘 発 係 数 で み る

と 、 県 内 総 固 定 資 本 形 成 が 0 . 5 1 7 0倍 、 移 輸 出 が 0 . 4 6 5 4倍 、 民 間 消 費 支 出 が

0.3849倍 と な っ て い ま す （ 第 １ ６ 図 、 第 １ ６ 表 ） 。  

 

第 １６図  最 終 需 要 項 目 別 移 輸 入 誘 発 係 数  
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第 １６表  最 終 需 要 項 目 別 移 輸 入 誘 発  

平成１２年 平成１７年 平成２３年 平成１２年 平成１７年 平成２３年 平成１２年 平成１７年 平成２３年

最 終 需 要 計 201,363 240,833 238,950 100.0 100.0 100.0 0.3654 0.3997 0.4263

家 計 外 消 費 支 出 4,560 4,639 3,542 2.3 1.9 1.5 0.3374 0.3764 0.3673

民 間 消 費 支 出 54,030 62,719 67,972 26.8 26.0 28.4 0.3360 0.3690 0.3849

一般政府消費支出 8,753 8,898 10,437 4.3 3.7 4.4 0.2019 0.1979 0.2319

県内総固定資本形成 36,759 42,598 34,592 18.3 17.7 14.5 0.4429 0.5047 0.5170

在 庫 純 増 -805 632 545 -0.4 0.3 0.2 0.7982 0.6691 0.7236

移 輸 出 97,406 119,925 120,781 48.4 49.8 50.5 0.3901 0.4186 0.4654

（注）1 13部門表による。
（注）2 「最終需要計」には「調整項」の額を含む。

移 輸 入 誘 発 額（億円） 移 輸 入 誘 発 依 存 度（％） 移 輸 入 誘 発 係 数 （倍）
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